BIS論壇　No. 127　　「即脱原発をドイツに学べ！」　2014年2月26日　中川十郎　　　
2月19日、ホテルニュオータニで開催のドイツ・ジュッセルドルフ市の「投資勧誘説明会」並びに「ジュッセルドルフの夕べ」に招待されて参加した。市の説明会には200人、「夕べ」の懇親パーテイには約1000人が参加し、かってない盛況であった。
ジュッセルドルフ市には日本企業320社が進出し、邦人8200人が滞在。ヨーロッパ全土で最大の日本人ビジネス・コミュニテイを形成。さらに日本企業進出が加速しているとの説明があった。
770年以上の歴史を持つ見本市のフランクフルト・メッセは有名だが、メッセ・ジュッセルドルフは戦後いち早く1947年に設立され、ドイツの国際メッセは世界トップクラスの国際メッセの3分の2を占め、海外から9200社以上が参加、年間250万人以上の外国人が訪問している。ドイツは311の福島原発事故以後、直ちに脱原発政策を打ち出し、再生エネルギー、省エネルギー政策を世界に先駆けて取り入れ、再生可能エネルギープロジェクトを加速させつつある。風力、太陽光など自然エネルギー活用には再生可能エネルギーの貯蔵技術開発が不可欠である。そのためにドイツは2014年11月に欧州、米国、印度、中國などのエネルギー専門家を10カ国以上から150人招聘し、再生可能なエネルギー貯蔵アプリケーションとソリュウション、送電、配電、スマートグリッド、マイクログリッド、オフグリッド、分散型エネルギーの情報交換などを中心に野心的な未来志向のエネルギーサミットを東京で開催する。これらは脱原発政策を決定したドイツならでは実現できない見本市だ。
それに引き替え、安倍政権は未だに危険性の高い原発を再稼働し、日本のエネルギーの基幹電源にするとの財界寄りのアナクロニズムの政策を打ち出している。そもそも広島、長崎の原子爆弾放射能の被害の洗礼を世界で最初に受けた日本が、いまだに性懲りもなく原発中心のエネルギー政策を取るとは誠に情けない次第だ。ドイツを見習うべきであるが日本の自民党政治家は、財界、原子力村の利益を代弁し、原発再稼働に躍起となっている。
2月22日には日本医師会総合政策研究機構・日本学術会議共催の「福島原発災害後の国民の健康支援のあり方について」と題するシンポジウムが駒込の日本医師会館で開催され参加した。医学者を中心に約300人が参加した。専門家の発表によれば1ミリシーベルト以上は健康に危険があるにもかかわらず、日本政府は20ミリシーベルト以下では人体に影響ないとの方針を打ち出したが、乳幼児、妊婦への影響は甚大だとの説明があった。御用学者や専門家がこのような基準を設定しており、非常に危険だとの発表を聞いて、政府や財界、原子力村が支配する我が国の原発政策は寒心に耐えない次第だ。
日本はドイツを見習い、即脱原発に舵を切るべきだと痛感させられた会議であった。
